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労働法 働き方改革が政府の重要政策のひとつと

なるなど、従来の日本的雇用慣行による働

き方とは異なる新しい働き方が模索されて

いる。実際にも情報通信技術を活用した場

所や時間にとらわれない柔軟な働き方であ

るテレワークが多様な働き方・生き方を実

現するための選択肢として社会的に意義の

あるものと位置づけられるとともに、クラ

ウドソーシング事業やシェアリング・エコ

ノミーの普及などによる新しい働き方が今

後ますます普及することが予想される。そ

の典型例は、デリバリーサービスを提供す

るウーバー（Uber）社であるが、さらに、

情報通信技術を活用して、オンラインで受

注し、オフラインで素早くサービスを提供

する新たなビジネスモデルが、多様なサー

ビス業で世界に広がりつつある。

このような新たな働き方に対する労働法

の観点からの学術的検討はまだ緒に就いた

ばかりであり、未解明な点が多い。例えば、

従来は、企業が労働者を雇用して、顧客に

対してサービスを提供していたのに対して、

シェアリング・エコノミーでは、プラット

フォームを提供する会社がいわばバーチャ

ルな市場を創出し、そこで、サービス提供

者と顧客との間で、必要に応じた一回的・

単発的なサービスの取引が行われる。そこ

でのサービス提供者の就労実態が従来とさ

ほど異ならないのであれば、労働法の適用

があってしかるべきとも考えられる。しか

し、登場する法的主体間でどのような法律

関係が形成されているのかさえ不明である

ことも多いと考えられる。

私の研究は、このような背景を踏まえて、

新たな働き方の実態を解明し、就労実態に

適した法律関係や労働法規制のあり方を提

案することにある。第１に、情報通信技術

がもたらす働き方の変容を解明する。これ

までの企業は、探索コストなどの取引コス

トが高かったため、必要な時に利用できる

ようにするためには労働力を常時雇って確

保しておく必要があった。これに対し、情

報通信技術が取引コストを劇的に低減させ、

評判のよい良質のサービス提供者を素早く

廉価で市場から調達することを可能にした

ため、シェアリング・エコノミーのビジネ

スモデルが登場した。このような最先端の

経済現象を法的な観点から分析し、従来の

労働法がモデルとしていた労働との違いを

析出する。

第２に、情報通信技術がもたらす働き方

の変容に対応して労働法を再構築すること

に寄与する。まずは、新しい働き方を既存

の労働法の概念や枠組の中で位置づけ、そ

れが適切なのかを明らかにする。また、新

しい働き方において必要とされる労働法規

制やそれを支える理念を探求する。

この研究は、シェアリング・エコノミー

のビジネスモデルが、今後数年の間にサー

ビス業の比較的単純な労働のみならず、デ

ザイナーや編集者のような比較的高スキル

な職種など労働市場全体にひろがることが

予想されるだけに、情報通信技術の進展が

もたらす新しい労働に対する規制のあり方

の基本的視座を提供するなどの社会的意義

を有するものともなろう。

雇用類似の働き方に対する法的支援

□研究テーマ

□研究の取組み

主要な研究業績

□論説「集団的労使関係の

当事者」

単著 日本労働法学会編

『講座労働法の再生第5

巻 労使関係法の理論課

題』25-44頁（日本評論

社、2017年）

□論説「イギリスにおける

労働市場の柔軟性と非典

型雇用の規制」

単著 法律時報81巻12号

39-43頁（2009年）

□論説「イギリスにおける

労働法の適用対象」

単著 日本労働法学会誌

110号192-205頁（2007

年）

学外における活動

□京都労働局 紛争調整委

員会委員

□京都労働局 京都地方最

低賃金審議会 公益代表

委員

法学部教員

研究テーマ集

最近の研究業績

□論説「配属・異動－地域

限定社員をめぐる法的課

題」

単著 ジュリスト1520号

59-64頁（2018年）

□論説「イギリスにおける

パートタイム労働をめぐ

る法政策の動向―不利益

取扱い禁止からパートタ

イム労働の創出へ―」

単著 季刊労働法251号

198-217頁（2016年）

□論説「テレワークと労働

時間規制・労働者性」

単著 村中孝史ほか編

『労働者像の多様化と労

働法・社会保障法』304-

324頁（有斐閣、2016

年）


